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研究成果の概要（和文）：　南海トラフの巨大地震の特徴は、地震動が長周期・長継続時間であること、強い揺
れの後に時を待たずして大津波が来襲すること、そしてその被害が複数の府県を跨ぐ広域災害になり得ることで
ある。
　本研究では、社会基盤施設がこのような巨大地震・津波に対して、(1)ネットワークとしてどこまでその安全
性を担保できるのか、(2) 社会的要請としてどこまで構造的、機能的役割を果たすべきか、そして(3) そのため
の具体策をどのようにとればよいか、を明らかにするために、社会基盤施設の評価に適した入力地震動の設定、
社会基盤施設の耐震・耐津波性能の評価、そしてネットワークとしての性能を考慮した効果的な対策の策定を行
った。

研究成果の概要（英文）：Characteristics of Nankai Trough Earthquake are a long predominant period, a
 long duration, attack of tsunami after the strong shaking and a extensive damage area. In this 
study, we make clear an aseismic safety level of infrastructure, structural and functional capacity 
of infrastructures for the social requirement and the countermeasures for preventing earthquake 
damage. We assessed an adequate input ground motion for the design of structures, and evaluated the 
earthquake and tsunami prevention strategies and countermeasures especially for lifeline systems 
such as railway, roadway, water, gas, electricity and various pipelines. In order to realize these 
issues and extend the applicability, we conducted numerical simulations by using such advanced 
simulation methods as FEM, DEM and SPH. Centrifuge experiments were also conducted to verify such 
computer simulation. The results obtained would be useful resources for soft and hard measures of 
mitigating earthquake and tsunami disasters.

研究分野： 地震工学

キーワード： 南海トラフの巨大地震　社会基盤施設　地震時安全性　ライフライン　入力地震動　耐震耐津波性能評
価　ネットワーク性能　構造的機能的役割
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１．研究開始当初の背景 
公共性の高い社会基盤施設に対しては、地

震あるいは津波に対する高度な強靭さ・頑強
さが要求されることは必然である。2011 年東
日本大震災の経験からもわかるように、南海
トラフの巨大地震は、長周期の揺れを長時間
の震動が継続すること、その揺れの大きさの
みならず大津波を伴うこと、それが広域な災
害をもたらすことが特徴である。このような
地震・津波災害は、国外では 1960 年のチリ
地震や 2004 年のスマトラ沖地震がその代表
格である。しかし周期・継続時間等の地震動
特性や社会基盤システムとしての脆弱性、超
広域災害としての対応などが、事前・事後に
考慮された訳ではない。 
 本研究では、来るべき南海トラフの巨大地
震・津波に対して、現状の社会基盤施設が有
する性能を明らかにし、要求性能を満足する
対策法を提示することを目的としている。海
溝型である南海トラフの大地震は、強震動発
生域が陸域に位置する直下型地震となる可
能性もあり、東日本大震災の延長線上として
の考え方は成り立たたない。そのため、過去
の事例の徹底した調査・分析・解析のみなら
ず、起こりうる可能性のある事象を網羅的に
検討していくことが極めて重要である。 
 
２．研究の目的 
 南海トラフの巨大地震の特徴は、地震動が
長周期・長継続時間であること、強い揺れの
後に時を待たずして大津波が来襲すること、
そしてその被害が複数の府県を跨る広域災
害になり得ることである。 

本研究の目的は、来るべき南海トラフの巨
大地震・津波に対して、現状の社会基盤施設
が有する耐震・耐津波性能を明らかにし、要
求性能を満足する対策法を提示することで
ある。 
 
３．研究の方法 
本研究の目的を達成するために、以下の３
つの研究体制を敷き、研究を遂行した。 
1) 社会基盤施設の評価に適した入力地震

動の合理的な設定 
2) 社会基盤施設の耐震・耐津波性能の評価 
3) ネットワークとしての性能を考慮した

効果的な対策の策定 
この体制下において、それぞれの視点から、

(1) 被災事例を収集・分析、系統整理し、評
価・対策項目を確認、(2) 個々の社会基盤施
設の地震・津波応答解析および実験を実施し、
具体的性能を明示、(3) 相互連関システムと
しての性能評価と課題抽出を行い、解決策を
提示、の 3項目を実行した。 
 
４．研究成果 
(1) 南海トラフの巨大地震の概要 

南海トラフ巨大地震では継続時間が長く、
かつ揺れの大きな地震動と大津波が予想さ
れ、あらゆる土木構造物へ甚大な被害を及ぼ

す事が懸念される。土構造物を主とする様々
な土木構造物が、南海トラフ巨大地震時に想
定される地震動や津波によってどのような
挙動を示すのかを提示した。 
南海トラフは、西南日本沖の四国南岸から

駿河湾沖に至る長軸の長さが約 700km の細
長い海盆であり、西南日本弧が位置する大陸
プレートに海洋プレートであるフィリピン
海プレートが沈み込んでおり、その境界面が
すべることにより、これまでに繰り返し大地
震が発生してきた。近年では 1944 年に昭和
東南海地震、1946 年に昭和南海地震が発生
し、地震動や津波により甚大な被害が生じた。
これらの地震発生から既に 70 年近くが経
過し、南海トラフにおける次の大地震発生の
可能性が高まっている。 

図 1海溝型と直下型の応答スペクトルの比較 

 
海溝型の地震動である南海トラフ巨大地

震の和歌山市(県庁)での加速度応答スペク
トルと中央構造線のスペクトルを図 1に示す。
海溝型の南海トラフは周期 1秒付近から数秒
までの長周期成分が相対的に卓越している
ことが分かる。 
このような南海トラフの巨大地震の入力

特性に対応して、構造物はどのような応答を
示すのか、またその耐震安全性はどのように
考えられているのか、その補強法はどのよう
なものが考えられるのかについて検討を行
った。 
 

(2) 社会基盤施設の安全性評価のための 
強震動予測 

2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）は、
今日のような密な強震観測網が構築されて
以来、初めて発生した M9 クラスの巨大地震
であり、この地震の発生により我々は M9 ク
ラスの巨大地震による強震動の実態を初め
て知ることになったと言える。本研究では、
これまで東北地方太平洋沖地震の強震動を
対象として提案されてきた複数の震源モデ
ルを対象に、各々の震源モデルから計算され
る地震動と、実際に観測された地震動との誤
差を、構造物への影響が大きい帯域を中心に
定量的に評価することにより、震源モデルの
パフォーマンスに関する定量的な比較を行
った。建物被害と対応の良い指標として境ほ
かにより提案されている「1-2 秒震度」の誤



差を全地点に対して平均したものを算出し
た結果、SMGA モデルでは SPGA モデルに対し
て 2.2 倍～3.8 倍程度の誤差が生じているこ
とがわかった。これより、巨大地震に対する
構造物の耐震検討に用いる入力地震動を策
定するための震源モデルとしては、SPGA モデ
ルまたは疑似点震源モデルが適していると
考えられる(図 2)。 

 

 
図 2 IBR007 における速度波形（0.2-1Hz）の各震源

モデルによる比較の一例 

 
(3) 強震動下の地盤災害の解析的評価手法 

の開発 
南海トラフの巨大地震においては、広域に

わたり震度 6強以上の強震動を受けると予測
されている。それらの地域には四国山地、紀
伊山地などが横たわっており、緊急輸送道路
の途絶の要因となり得る斜面は膨大な数に
上る。これらの斜面が新潟地震のように復旧
に長期間を要するのか、東北地方太平洋沖地
震のように短期の復旧が可能であるのかは、
崩土の土量、流動量に依存する。したがって、
本研究では、地震時の崩土の流動量、土量を
評価する手法の確立を目的として、粒子法の
一種である Smoothed Particle Hydrodynamic 
(SPH)法を用いて地すべりの崩壊シミュレー
ションを実施しプログラムの改良を行った。 

 

図 3 地すべりの残留変形解析結果 

 
(4) 地震時流動地盤中の管路挙動解析 

本研究では、流動地盤中の埋設管に作用す
る荷重の評価のための数値解析手法を確立
することを目的として、 SPH 法の適用を試み
た。SPH 法は、本来単一の連続体を対象とし
た数値解析法であるため、埋設管と地盤との
相互作用を考慮した解析を行うためには、特
別な解析モデルの設定が必要となる。そこで、
本研究では、埋設管を円形の剛体粒子の集合
で表現するとともに、SPH 粒子を円形とみな
し、個別要素法と同様に接触ばねを導入した
解析モデルを設定した。この解析モデルにお

いては、管路に地盤から作用する力は管路の
剛体粒子と地盤の SPH粒子の間のばねに作用
する力の合力として算定することができる。 

図 4 H/D=2.5 埋設深さによる SPH 粒子の挙動 
 
(5) 道路盛土の地震時安全性評価 
盛土の地震時安全性は、円弧すべりを仮定

した Newmark法により照査するのが一般的で
ある。堤体の地震応答を考慮に入れる場合は、
堤体の有限要素解析が必要となる。本研究で
は、有限要素解析を行わず、等価な 1自由度
モデルを用いて堤体の応答を推定する方法
を提案した。提案手法により、堤体の地震応
答を考慮した滑動量を簡易に推定すること
が可能となった。 
 
(6) 水循環システムの巨大地震対策 
東北地方太平洋沖地震における津波によ

る水道施設被害を調査し、課題を抽出した。
また、来るべき南海地震において津波の想定
浸水域にある水道事業体に対して、津波対策
に関するアンケート調査を行い、津波対策の
不十分な現状を明らかにした。さらに、内陸
の巨大地震に対して、地表面断層が現れた場
合を想定した水道管路の対策について定量
的に検討を行った。 
 
(7) 通信基盤設備の耐震評価技術 
通信基盤設備に関連して古い設備の耐震

性を評価する研究を行った。古い設備には劣
化が進んでいる問題と、耐震設計が不十分で
ある問題が混在すると考えて研究を進めた。
2 種類のネジ継ぎ手鋼管の強度試験を行った
結果、劣化の進んだ管の強度低下が確認され、
またネジ部の破壊の進行が明確になった。 

 
 

図 5 防護コンクリート区間の被害イメージ 



設計上の不備に関し、コンクリート巻きした
管路の挙動を明確にする実験と東北地方太
平洋沖地震の被害要因分析を行った(図 5)。 

南海トラフ地震に備える基礎的なデータ
を得ることができた。 
 
(8) 地中ライフラインの液状化損傷メカニ
ズムと補強法 
 大型遠心力載荷装置を用いた液状化時の
埋設管路の動的挙動と作用外力に焦点を当
てた模型実験を行い、地盤と管路の相互作用
を定量的に評価し、管路の耐震性向上に資す
る成果を得た。また、新工法として管路上部
に三角形の屋根(アングル)をとりつけ、その
効果を検討した（図 6）。続いて、地盤の飽和
度、管路の断面形状を変化させた 1G 場模型
実験と数値解析により、引抜き抵抗と地盤の
変形挙動に着目し、管路の耐震設計に資する
基礎的データを得た。 

 
図 6 管路の引抜き実験による引抜き抵抗と変位の

関係（上段），管路周辺地盤の変形と画像解

析による変位速度ベクトル（下段左：丸鋼管，

下段右：アングル付き鋼管）（飽和度 100%） 

図 7 管路脆弱係数を考慮した本震と管路被害率 
     の関係 

(9) 被害分析に基づく配水管路脆弱性評価 
 東北地方太平洋沖地震において福島県い
わき市は本震とその一ヶ月後に断層運動に
ともなう内陸型の誘発地震の強震動に曝さ
れた。本震は南海トラフ巨大地震時と同じく、
海溝型地震である。本研究では本震、誘発地
震の二つの地震による水道管路の被害分析
を行い、地震メカニズムによる管路被害の特
性について分析を行なった（図 7）。 
 

(10) 津波による地盤への影響評価 
 社会基盤施設の津波安全性指標の開発と
減災効果の検討を進めた。東日本大震災の発
生以後、巨大津波に対する内陸線状構造物
（道路盛土や鉄道盛土）や鉄筋コンクリート
建物への減災効果への期待は非常に高まっ
ている。ここでは各施設に対する津波安全性
と減災効果について検討を行った（図 8）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8 女川町における 3 次元津波反乱解析 

 
(11) アースダムの地震時安全性評価 
 南海トラフの巨大地震を想定し、M9 クラス
の 2011 年東北地方沖太平洋沖地震によって
決壊した藤沼ダムを対象とした非線形動的
有効応力解析を行った。有限要素法を用いて
動的挙動を検討し、地震時のダム決壊の再発
防止のための方針を検討した(図 9)。地震時
の藤沼ダムの挙動を検討するにあたっては、
実際に観測された地震動及び模擬地震動を
用いた。また、ダム構成要素の力学的挙動は
モール・クーロンモデルを考慮した有限要素
コードを用いて表し、周波数解析及び動的解
析を行った。同解析により、地震時のダム堤
体の挙動を示すとともに、解析結果と実際の
事象を比較・検討した。 
 

 
図9 地震動によって生じた堤体のせん断応力分布 
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